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2026年４月６日 
各 位 

上場会社名 株式会社ジェリービーンズグループ 

（東証グロース・コード３０７０） 

本社所在地 東京都台東区上野 1 丁目 16 番５号 

代 表 者 代 表 取 締 役 社 長 宮 﨑  明 

問 合 せ 先 取締役 ＩＲ広報室長 林  光 

電 話 番 号 （03）4570-6139 

（URL https://www.jelly-beans-group.co.jp/） 

 

（訂正・数値データ訂正）「2026年 1月期 決算短信［日本基準］（連結）」 

の一部訂正に関するお知らせ 
  

当社は 2026年３月 13日付で公表しました「2026年１月期決算短信［日本基準］（連結）」

につきました、一部修正がありましたので、以下の通り訂正いたします。また、数値データ

にも訂正がありましたので、訂正後の数値データも送信いたします。 

 

記 

１． 訂正理由 

「2026 年１月期決算短信［日本基準］（連結）」の発表後に、のれん及び新株予約権発行

費に一部誤りがあることが判明したため、これに伴い関連する項目を訂正いたします。 

 

２．訂正の内容 

訂正内容については、訂正箇所が多数に及ぶことから、訂正後の全文を添付し、訂正

した箇所は下線を付して表示しております。 

以上 

 

 

 

 



2026年１月期 決算短信〔日本基準〕(連結)
2026年３月13日

上 場 会 社 名 株式会社ジェリービーンズグループ 上場取引所 東
コ ー ド 番 号 3070 URL https://www.jelly-beans-group.co.jp/
代 表 者 (役職名) 代表取締役社長 (氏名)宮崎 明
問合せ先責任者 (役職名) 取締役 ＩＲ・広報室長 (氏名)林 光 (TEL)03-3871-0111
定時株主総会開催予定日 2026年４月23日 配当支払開始予定日 ―
有価証券報告書提出予定日 2026年４月23日
決算補足説明資料作成の有無 ： 有

決算説明会開催の有無 ： 無

(百万円未満切捨て)
１．2026年１月期の連結業績（2025年２月１日～2026年１月31日）
（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年１月期 3,590 331.8 △33 ― △63 ― △242 ―

2025年１月期 831 △9.6 △519 ― △532 ― △519 ―
(注) 包括利益 2026年１月期 △269百万円( ―％) 2025年１月期 △542百万円( ―％)

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2026年１月期 △4.57 ― △9.9 △1.7 △0.9

2025年１月期 △33.37 ― △375.9 △86.9 △62.5
(参考) 持分法投資損益 2026年１月期 ―百万円 2025年１月期 ―百万円

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2026年１月期 6,645 4,931 71.4 59.78

2025年１月期 628 205 27.1 7.39
(参考) 自己資本 2026年１月期 4,745百万円 2025年１月期 170百万円

（３）連結キャッシュ・フローの状況
営業活動による

キャッシュ・フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物

期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

2026年１月期 △2,459 △1,795 5,012 1,022

2025年１月期 △621 △1 574 265

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
(連結)

純資産
配当率
(連結)第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2025年１月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―

2026年１月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―

2027年１月期(予想) ― 0.00 ― 0.00 0.00 ―

３．2027年１月期の連結業績予想（2026年２月１日～2027年１月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり当期純
利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 5,740 59.9 304 - 278 - 164 - 2.08



※ 注記事項

（１）期中における連結範囲の重要な変更 ： 有

新規 10社（社名）

株式会社Gold Star
株式会社JBBLOCK
株式会社JBロジスティ
クス、
株式会社ジェリービー
ンズ、
株式会社JBエンターテ
インメント、
株式会社JBサステナブ
ル、
株式会社JBメディカル、
JELLY BEANS KOREA
CO.,LTD.
株 式 会 社
361SportsJapan、
MAKE BEAUTURE株式会社

、除外 ―社（社名） ―

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 有

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2026年１月期 79,444,000株 2025年１月期 23,130,000株

② 期末自己株式数 2026年１月期 56,889株 2025年１月期 56,889株

③ 期中平均株式数 2026年１月期 53,094,387株 2025年１月期 15,582,127株

(参考) 個別業績の概要
１．2026年１月期の個別業績（2025年２月１日～2026年１月31日）
（１）個別経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年１月期 666 △19.9 △578 ― △595 ― △641 ―

2025年１月期 831 △9.6 △519 ― △529 ― △516 ―

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

2026年１月期 △12.08 ―

2025年１月期 △33.12 ―

（２）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2026年１月期 5,280 4,532 82.3 54.76

2025年１月期 628 205 27.1 7.39

(参考) 自己資本 2026年１月期 4,347百万円 2025年１月期 170百万円

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項



・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると
判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業
績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件等については、添付資料３ペ
ージ「１．経営成績等の概況（４）今後の見通し」をご参照ください。
・決算補足説明資料については、2026年３月13日（金）に当社ウェブサイトに掲載する予定です。
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善、インバウンド需要の増加等により緩やかな回復の

動きが見られる一方で、エネルギー価格、原材料費の高騰及び円安の進行等により個人消費は力強さを欠き、依然と

して先行き不透明な状況が続いております。

婦人靴業界におきましては、消費者のニーズが大きく変わりつつあり、生活様式の変化や物価高騰を背景にした個

人の消費は、より慎重なものに変化し、健康ブームを反映したスポーツシューズやランニングシューズへの需要へシ

フトするとともに、ファッション性の高まりから商品のライフサイクルが短くなるなど、婦人靴の市場規模は縮小傾

向にあり、引き続き厳しい経営環境が続いております

このような状況の中、当連結会計年度につきましては、事業再生のための基盤の整備と事業モデルの変革に向けた

取り組みに努めました。

これらの結果、売上高3,590百万円(前年同期比331,8％増)、営業損失33百万円(前年同期は519百万円の営業損失)、

経常損失63百万円(前年同期は532百万円の経常損失)、親会社株主に帰属する当期純損失242百万円（前年同期は親会

社株主に帰属する当期純損失519百万円)となりました。

当連結会計年度におけるセグメントの経営成績は以下のとおりであります。なお、セグメントの経営成績について

は、セグメント間の内部売上高又は振替高を含めて記載しております。

報告セグメントの変更等に関する情報

当連結会計年度より、子会社の増加に伴い、当社グループの管理区分を従来の販売チャネルによる管理から事業

ごとの管理に見直したことから、報告セグメントを従来の「小売事業」「EC事業」「その他事業」の区分から、

「ライフスタイル」「その他事業」に変更しております。「ライフスタイル」セグメントは、株式会社ジェリービ

ーンズグループ及び株式会社ジェリービーンズの旧「小売事業」旧「EC事業」以外に株式会社GoldStar、株式会社

JBメディカル、株式会社JBロジスティクス、株式会社361Sports Japan及びMAKE BEAUTURE株式会社から構成されて

おり、「その他事業」は「エンターテインメント」事業の株式会社JB BLOCK、株式会社JBエンターテインメント、

JELLY BEANS KOREA CO.,LTD.、及び「サステナブル」事業の株式会社JBサステナブルから構成されています。な

お、前連結会計年度、連結累計期間のセグメント情報は、変更後のセグメントの区分により作成したものを記載し

ております。

(ライフスタイル事業)

ライフスタイル事業では、当社の婦人靴販売事業における事業改善やスポーツブランドの361°の販売が開始いたし

ました。また、連結子会社である株式会社Gold Starのアイスクリーム販売事業が順調に推移しております

この結果、売上高は3,519百万円(前年同期比323.2％増)、セグメント利益は377百万円(前年同期はセグメント損失

45百万円)となりました。

(その他事業）

その他事業につきましては、エンターテインメント事業とサステナブル事業が含まれております。

エンターテインメント事業については、連結子会社である株式会社JBエンターテインメントによるファンクラブに

よる会員の獲得が、サステナブル事業については、連結子会社である株式会社JBサステナブルにおいて系統用蓄電池

システムの受注が開始しました。

現状では、いずれの事業においても費用が先行している状態であり、売上高は71百万円、セグメント利益は38百万

円となりました。

（２）当期の財政状態の概況

当連結会計年度末における財政状態は以下のとおりであります。

(流動資産)

当連結会計年度における流動資産の残高は、4,752百万円(前連結会計年度は614百万円)となり、4,137百万円増加し

ました。主な理由は、現金及び預金の増加（265百万円から1,022百万円へ757百万円増）、売掛金の増加（70百万円か

ら1,244百万円へ1,174百万円増）、商品及び製品の増加（155百万円から1,244百万円へ1,089百万円増)、前渡金の増



加(80百万円から727百万円へ647百万円増)であります。

(固定資産)

当連結会計年度における固定資産の残高は、1,893百万円(前連結会計年度は14百万円)となり、1,878百万円増加し

ました。主な理由は、建物及び構築物の増加（０百万円から66百万円へ66百万円増)、のれん増加(763百万円へ763百

万円増)、差入保証金の増加（10百万円から378百万円へ368百万円の増）、出資金の増加（4百万円から504百万円へ

500百万円増)であります。

(流動負債)

当連結会計年度における流動負債の残高は、1,511百万円(前連結会計年度は247百万円)となり、1,264百万円増加し

ました。主な理由は、支払手形及び買掛金の増加(33百万円から233百万円へ199百万円増)、前受金の増加（23百万円

から372百万円へ348百万円増）、未払金の増加(58百万円から297百万円へ239百万円増)、未払法人税の増加（15百万

円から248百万円へ233百万円増）であります。

(固定負債)

当連結会計年度における固定負債の残高は、202百万円(前連結会計年度は175百万円)となり、27百万円増加しまし

た。主な理由は、長期借入金の増加(148百万円から183百万円へ35百万円増)、退職給付に係る負債の減少（26百万円

から18百万円へ8百万円減）であります。

(純資産)

当連結会計年度における純資産の残高は、4,931百万円(前連結会計年度は205百万円)となり、4,725百万円増加しま

した。主な理由は、株式の発行及び新株予約権の行使による株式の発行に伴い資本金、資本準備金がそれぞれ2,422百

万円増加に対して、親会社株主に帰属する当期純損失の計上242百万円であります。

（３）当期のキャッシュ・フローの概況

当連結会計年度における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前連結会計年度末に比べて757百万円増加

し、1,022百万円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの主な要因は次のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果、使用した資金は2,459百万円(前年同期は621百万円の支出)となりました。

これは主に、税金等調整前当期純損失94百万円、売上債権の増加額1,122百万円、たな卸資産の増加額1,037百万円

及び前渡金の増加530百万円に対して、前受金の減少300百万円によるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果、使用した資金は1,795百万円(前年同期は１百万円の支出)となりました。

これは主に、貸付けによる支出180百万円、差入保証金の差入による支出377百万円及び連結範囲の変更に伴う子会

社株式の取得による支出586百万円によるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果、獲得した資金は5,012百万円(前年同期は574百万円の収入)となりました。

これは主に、株式の発行による収入2,936百万円、新株予約権の行使による株式の発行による収入1,830百万円に対

し、長期借入金の返済による支出50百万円によるものであります。

（キャッシュ・フロー関連指標の推移）

2022年１月期 2023年１月期 2024年１月期 2025年１月期 2026年１月期

自己資本比率(％) 33.5 16.4 17.8 27.1 71.4

時価ベースの自己資本比率(％) 211.5 364.1 290.0 436.5 144.5



・自己資本比率：自己資本／総資産
・時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産
（注１）株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。
（注２）2022年１月期から2026年１月期は、営業キャッシュ・フローがマイナスであったため、キャッシュ・フロ

ー対有利子負債比率及びインタレスト・カバレッジ・レシオは記載しておりません。

（４）今後の見通し

2027年１月期におきましては、高水準の賃上げなど所得環境の改善や、企業の設備投資意欲の高まりにより経済は

前向きな動きが予測され、個人消費は持ち直しに転じてはいるものの、コロナ禍がもたらした消費者の購買行動の変

容は続き、婦人靴業界を取り巻く環境は引き続き厳しい状況が続くことが予想されます。

このような状況のもと、当社グループといたしましては、ライフスタイル事業をグループの中核と位置づけ、更な

る成長加速に取り組み、事業収益の確保を目指します。物流体制の再構築および仕入れサイクルは完了しており、コ

スト構造は無駄のない、筋肉質な体制となっております。また、すでに完了している婦人靴事業の実店舗撤退による

固定費削減も収益の改善に寄与しております。さらに、「361°（スリーシックスティワン）」の実店舗展開、ジェリ

ービーンズスタイルのリカバリーウエアの販売開始、サステナブル事業における蓄電池事業やウォーターサーバ事業

の受注獲得といった多角化戦略も継続して推進し、エンターテインメント事業も含め2026年１月期より進めてきた成

長事業への経営資源の集中をさらに加速させてまいります。

以上により、2027年１月期の業績予想については、売上高5,740百万円、営業利益304百万円、経常利益278百万円、

親会社株主に帰属する当期純利益164百万円を見込んでおります。

（５）継続企業の前提に関する重要事象等

当社グループは、2016年１月期以降、売上高が減少傾向にあったところに、さらに新型コロナウイルス感染症の拡

大が影響し、売上高は大きく減少、当連結会計年度を含めると８期連続した営業損失及び営業キャッシュ・フローの

マイナスの計上、並びに10期連続した親会社株主に帰属する当期純損失を計上している状況にあります。当連結会計

年度においては、売上高は3,590百万円で前連結会計年度に比較して331.8％増加したものの、営業損失33百万円及び

親会社株主に帰属する当期純損失242百万円を計上いたしました。

また、以上のように継続して営業損失を計上している状況から継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況

が存在しております。

当社グループでは当該状況を解消すべく、以下の施策により収益性を高め、財務施策により資金繰りの改善を図りま

す。

また、当面の先行きも不透明である状況から継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており

ますが、「（５）連結財務諸表に関する注記事項（継続企業の前提に関する注記）」に記載のとおり、当該状況の改

善に全力を挙げて取り組んでまいります。

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループは、連結財務諸表の期間比較可能性及び企業間の比較可能性を考慮し、当面は、日本基準で連結財務

諸表を作成する方針であります。

なお、国際会計基準の適用につきましては、国内外の諸情勢を考慮の上、適切に対応していく方針であります。



３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2025年１月31日)

当連結会計年度
(2026年１月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 265,170 1,022,744

受取手形及び売掛金 70,501 1,244,560

商品及び製品 155,518 1,292,863

未収消費税等 28,458 105,065

前渡金 80,489 727,496

前払費用 9,850 187,034

その他 7,723 175,770

貸倒引当金 △3,048 △3,048

流動資産合計 614,664 4,752,488

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 707 69,428

減価償却累計額 △707 △3,221

建物及び構築物（純額） 0 66,206

車両運搬具 ― 11,157

減価償却累計額 ― △2,161

車両運搬具（純額） ― 8,995

その他 11,346 29,730

減価償却累計額 △11,346 △17,649

その他（純額） 0 12,081

有形固定資産合計 0 87,283

無形固定資産

のれん ― 763,184

その他 0 5,728

無形固定資産合計 0 768,912

投資その他の資産

投資有価証券 73 72,603

出資金 4,000 504,120

長期貸付金 ― 7,030

差入保証金 10,262 378,318

繰延税金資産 ― 73,221

その他 ― 1,808

投資その他の資産合計 14,335 1,037,101

固定資産合計 14,335 1,893,297

資産合計 628,999 6,645,786



(単位：千円)

前連結会計年度
(2025年１月31日)

当連結会計年度
(2026年１月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 33,230 233,141

電子記録債務 4,362 ―

契約負債 8,586 4,321

短期借入金 ― 100,000

1年内返済予定の長期借入金 33,096 54,908

前受金 23,714 372,412

未払金 58,655 297,888

未払法人税等 15,334 248,693

未払消費税等 ― 41,430

株主優待引当金 69,728 131,956

リース債務 379 ―

その他 852 27,240

流動負債合計 247,939 1,511,992

固定負債

長期借入金 148,310 183,711

退職給付に係る負債 26,953 18,850

固定負債合計 175,263 202,561

負債合計 423,202 1,714,554

純資産の部

株主資本

資本金 1,926,085 4,348,724

資本剰余金 1,848,585 4,271,224

利益剰余金 △3,533,145 △3,775,626

自己株式 △71,083 △71,083

株主資本合計 170,441 4,773,240

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 － △27,322

為替換算調整勘定 － 80

その他の包括利益累計額合計 － △27,242

新株予約権 35,354 185,233

純資産合計 205,796 4,931,231

負債純資産合計 628,999 6,645,786



（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2024年２月１日
至 2025年１月31日)

当連結会計年度
(自 2025年２月１日
至 2026年１月31日)

売上高 831,619 3,590,899

売上原価 422,131 2,218,081

売上総利益 409,487 1,372,818

販売費及び一般管理費 929,463 1,406,585

営業損失（△） △519,975 △33,767

営業外収益

受取利息 95 2,679

受取配当金 245 ―

受取手数料 4,534 ―

為替差益 ― 907

受取助成金 ― 1,313

雑収入 812 ―

その他 114 1,226

営業外収益合計 5,803 6,126

営業外費用

支払利息 2,231 9,976

新株予約権発行費 10,200 22,977

為替差損 2,340 ―

貸倒引当金繰入額 3,048 ―

その他 677 2,938

営業外費用合計 18,497 35,893

経常損失（△） △532,669 △63,534

特別利益

新株予約権戻入益 4,059 810

受取損害賠償金 24,989 ―

負ののれん発生益 ― 5,191

受取損害保険金 ― 3,400

その他 4,186 ―

特別利益合計 33,234 9,401

特別損失

固定資産除却損 ― 2,958

減損損失 16,739 4,357

事業構造改善費用 ― 32,918

投資有価証券評価損 188 ―

特別損失合計 16,927 40,234

税金等調整前当期純損失（△） △516,362 △94,367

法人税、住民税及び事業税 3,603 221,335

法人税等調整額 ― △73,221

法人税等合計 3,603 148,113

当期純損失（△） △519,966 △242,480

親会社株主に帰属する当期純損失（△） △519,966 △242,480



連結包括利益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2024年２月１日
至 2025年１月31日)

当連結会計年度
(自 2025年２月１日
至 2026年１月31日)

当期純損失（△） △519,966 △242,480

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 549 △27,322

為替換算調整勘定 △22,699 80

その他の包括利益合計 △22,149 △27,242

包括利益 △542,115 △269,722

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 △542,115 △269,722

非支配株主に係る包括利益 ― ―



（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度(自 2024年２月１日 至 2025年１月31日)

(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,635,635 1,558,135 △3,038,596 △71,083 84,091

当期変動額

新株の発行 290,450 290,450 580,900

親会社株主に帰属

す る 当 期 純 損 失

（△）

△519,966 △519,966

新株予約権の発行

新株予約権の失効

連結範囲の変更 25,416 25,416

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 290,450 290,450 △494,549 － 86,350

当期末残高 1,926,085 1,848,585 △3,533,145 △71,083 170,441

その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計その他有価証券

評価差額金
為替換算調整勘定

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 △549 22,699 22,149 7,229 113,469

当期変動額

新株の発行 △8,540 572,360

親会社株主に帰属

す る 当 期 純 損 失

（△）

△519,966

新株予約権の発行 40,724 40,724

新株予約権の失効 △4,059 △4,059

連結範囲の変更 25,416

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

549 △22,699 △22,149 △22,149

当期変動額合計 549 △22,699 △22,149 28,125 92,327

当期末残高 － － － 35,354 205,796



当連結会計年度(自 2025年２月１日 至 2026年１月31日)

(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,926,085 1,848,585 △3,533,145 △71,083 170,441

当期変動額

新株の発行 2,422,639 2,422,639 4,845,278

親会社株主に帰属

す る 当 期 純 損 失

（△）

△242,480 △242,480

新株予約権の発行 ―

新株予約権の失効 ―

連結範囲の変更 ― ―

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 2,422,639 2,422,639 △242,480 ― 4,602,798

当期末残高 4,348,724 4,271,224 △3,775,626 △71,083 4,773,240

その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計その他有価証券

評価差額金
為替換算調整勘定

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 － － － 35,354 205,796

当期変動額

新株の発行 △54,468 4,790,810

親会社株主に帰属

す る 当 期 純 損 失

（△）

△242,480

新株予約権の発行 205,157 205,157

新株予約権の失効 △810 △810

連結範囲の変更 ―

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

△27,322 80 △27,242 ― △27,242

当期変動額合計 △27,322 80 △27,242 149,878 4,725,434

当期末残高 △27,322 80 △27,242 185,233 4,931,231



（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2024年２月１日
至 2025年１月31日)

当連結会計年度
(自 2025年２月１日
至 2026年１月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純損失（△） △516,362 △94,367

減価償却費 197 6,930

のれん償却額 ― 24,827

減損損失 16,739 4,357

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △19,993 △8,102

貸倒引当金の増減額（△は減少） 3,048 △610

株主優待引当金の増減額（△は減少） △13,600 62,228

受取利息及び受取配当金 △341 △2,679

支払利息 2,231 8,934

新株予約権発行費 10,200 22,977

新株予約権戻入益 △4,059 △810

受取損害賠償金 △24,989 ―

負ののれん発生益 ― △5,191

受取保険金 ― △3,400

事業構造改善費用 ― 32,918

固定資産除却損 ― 2,958

投資有価証券評価損益（△は益） 188 ―

売上債権の増減額（△は増加） 15,789 △1,122,320

棚卸資産の増減額（△は増加） △21,622 △1,037,329

前渡金の増減額（△は増加） △80,428 △530,746

仕入債務の増減額（△は減少） 19,015 152,134

前払費用の増減額（△は増加） △3,579 △128,233

未払金の増減額（△は減少） △30,066 △31,710

前受金の増減額（△は減少） 23,548 300,154

未払又は未収消費税等の増減額 315 △36,585

契約負債の増減額（△は減少） △4,488 △4,264

その他 7,896 △43,399

小計 △620,358 △2,431,330

利息及び配当金の受取額 2,046 2,682

利息の支払額 △3,635 △8,648

受取損害賠償金の受取額 1,775 ―

保険金の受取額 ― 3,400

法人税等の支払額 △1,121 △26,082

営業活動によるキャッシュ・フロー △621,294 △2,459,978



(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2024年２月１日
至 2025年１月31日)

当連結会計年度
(自 2025年２月１日
至 2026年１月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の取得による支出 ― △99,856

投資有価証券の売却による収入 6,239 ―

出資金の払込による支出 ― △850,000

出資金の回収による収入 ― 350,000

有形固定資産の取得による支出 △2,942 △87,648

無形固定資産の取得による支出 △12,706 △10,560

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

― △586,099

貸付けによる支出 ― △180,885

貸付金の回収による収入 ― 47,692

差入保証金の回収による収入 9,539 ―

差入保証金の差入による支出 ― △377,775

その他 △1,288 △120

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,157 △1,795,253

財務活動によるキャッシュ・フロー

株式発行による収入 300,000 2,936,866

短期借入金の純増減額（△は減少） ― 100,000

長期借入金の返済による支出 △33,096 △50,286

新株予約権の行使による株式の発行による収入 272,360 1,830,857

新株予約権の発行による収入 36,354 195,636

リース債務の返済による支出 △752 △379

財務活動によるキャッシュ・フロー 574,865 5,012,694

現金及び現金同等物に係る換算差額 2,702 111

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △44,884 757,574

現金及び現金同等物の期首残高 310,055 265,170

現金及び現金同等物の期末残高 265,170 1,022,744



（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

当社グループは、2016年１月期以降、売上高が減少傾向にあったところに、さらに新型コロナウイルス感染症の拡

大が影響し、売上高は大きく減少、当連結会計年度を含めると８期連続した営業損失及び営業キャッシュ・フローの

マイナスの計上、並びに10期連続した親会社株主に帰属する当期純損失を計上している状況にあります。当連結会計

年度においては、売上高は3,590百万円で前連結会計年度に比較して331.8％増加したものの、営業損失33百万円及び

親会社株主に帰属する当期純損失242百万円を計上いたしました。

以上のように継続して営業損失を計上している状況から継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存

在しております。

当社グループでは当該状況を解消すべく、以下の施策により収益性を高め、財務施策により資金繰りの改善を図り

ます。

（事業領域拡大）

これまでの主力事業である婦人靴の小売事業及びＥＣ事業だけでなく、主力事業に付随する新たな事業を模索・展

開していくことで将来的な売上高の増加・収益確保を図ってまいります。

今後も新たな事業の領域拡大を目指してまいります。

・「361°（スリーシックスティワン）」の実店舗展開

・ジェリービーンズスタイルのリカバリーウエアの販売開始

・JBサステナブルの蓄電池・ウオーターサーバ事業の受注獲得

・エンターテインメント事業の推進

・ＳＤＧｓ関連商品等の販売

上記の多角化戦略も順調に推移しております。

（コスト構造改革）

物流体制の再構築は順調に進んでおり、連結子会社である株式会社ＪＢロジスティクスへ当社グループ会社の物流

の集約を行い、コスト構造は無駄のない、筋肉質な体制へと向かっております。今後も物流以外のコスト構造の改革

を進めてまいります。

（財務施策）

当社グループは、2020年１月、2021年４月及び2022年４月に第三者割当による新株予約権の発行を行い、また、

2024年８月に第三者割当による新株式及び新株予約権の発行を行い、さらには2025年８月に第三者割当による新株式

及び新株予約権の発行を行い、円滑な権利行使が進む中、資本の充実を図ってまいりました。当連結会計年度末まで

の当該新株式及び新株予約権による資金調達額は累計で8,006百万円となり、事業領域拡大資金等に充当しておりま

す。当社としては、継続して既存の新株予約権未行使分における行使状況の把握を行い、必要であると判断した場合

は、追加的な資本増強による資金調達を検討するなど財務基盤の安定化に取り組んでまいります。

以上の施策をもって抜本的な改善をしていく予定でおりますが、事業施策及び財務施策の実現可能性は市場の需要

動向等の今後の外部環境の影響を受け、新株予約権の行使や追加的な資本増強による調達について確約されるもので

はないことから、現時点においては継続企業の前提に関する重要な不確実性が存在するものと認識しております。

なお、連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響を連結

財務諸表に反映しておりません。



(会計方針の変更)

（棚卸資産の評価方法の変更）

当社は先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用し

ておりましたが、当連結会計年度より、移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定）に変更しております。

この評価方法の変更は、仕入価格のボラティリティの高まりを契機に、期間損益計算をより適正にするために行っ

たものであります。

なお、この変更による影響額は軽微であるため、遡及適用は行っておりません。

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役

会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社グループは、主に、販売方法の類似性及び事業の経済的特徴を考慮した包括的な戦略を立案し、事業活動を展

開しております。したがって、当社グループは商品の販売方法により区別されたセグメントから構成されておりま

す。

報告セグメントの変更等に関する情報

当連結会計年度より、子会社の増加に伴い、当社グループの管理区分を従来の販売チャネルによる管理から事業

ごとの管理に見直したことから、報告セグメントを従来の「小売事業」「EC事業」「その他事業」の区分から、

「ライフスタイル」「その他事業」に変更しております。「ライフスタイル」セグメントは、株式会社ジェリービ

ーンズグループ及び株式会社ジェリービーンズの旧「小売事業」旧「EC事業」以外に株式会社GoldStar、株式会社

JBメディカル、株式会社JBロジスティクス、株式会社361Sports Japan及びMAKE BEAUTURE株式会社から構成されて

おり、「その他事業」は「エンターテインメント」事業の株式会社JB BLOCK、株式会社JBエンターテインメント、

JELLY BEANS KOREA CO.,LTD.、及び「サステナブル」事業の株式会社JBサステナブルから構成されています。な

お、前連結会計年度、連結累計期間のセグメント情報は、変更後のセグメントの区分により作成したものを記載し

ております。

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、連結財務諸表作成において採用している会計処理の方法と同

一であります。また、報告セグメントの利益は営業利益ベースの数値であります。

なお、当社では報告セグメントに資産及び負債を配分しておりません。

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、その他の項目の金額に関する情報及び収益の分解情報

前連結会計年度(自 2024年２月１日 至 2025年１月31日)（単位：千円）

報告セグメント
調整額
(注)１

連結
財務諸表
計上額
(注)２ライフスタイル その他の事業 計

売上高

顧客との契約から生
じる収益

831,619 ― 831,619 ― 831,619

外部顧客への売上高 831,619 ― 831,619 ― 831,619

計 831,619 ― 831,619 ― 831,619

セグメント利益 △45,693 ― △45,693 △474,282 △519,975



その他の項目

減価償却費 ― ― ― 197 197

減損損失 ― ― ― 16,739 16,739

(注)１．調整額は以下のとおりであります。

(1) セグメント利益の調整額△474,282千円には、各報告セグメントに配分していない全社費用等が含まれて

おります。全社費用等は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

(2) 減価償却費の調整額197千円には、各報告セグメントに配分していない全社資産に係る減価償却費が含ま

れております。

(3) 減損損失の調整額16,739千円には、各報告セグメントに配分していない全社資産に係る減損損失が含まれ

ております。

２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。



当連結会計年度(自 2025年２月１日 至 2026年１月31日)

(単位：千円)

報告セグメント
調整額
(注)２

連結
財務諸表
計上額
(注)４ライフスタイル

その他事業(注)
１

計

売上高

顧客との契約から生
じる収益

3,517,379 71,273 3,588,652 ― 3,588,652

その他の収益
（注）３

2,247 ― 2,247 ― 2,247

外部顧客への売上高 3,519,626 71,273 3,590,899 ― 3,590,899

計 3,519,626 71,273 3,590,899 ― 3,590,899

セグメント利益 377,968 38,949 416,918 △450,685 △33,767

その他の項目

減価償却費 6,930 ― 6,930 ― 6,930

のれん償却額 24,827 ― 24,827 ― 24,827

減損損失 4,357 ― 4,357 ― 4,357

負ののれん発生益 5,191 ― 5,191 ― 5,191

(注)１．報告セグメントの「その他事業」には、エンターテイメント事業及びサスティナブル事業等が含まれます。

２．調整額は以下のとおりであります。

セグメント利益の調整額 △450,685千円には、各報告セグメントに配分していない全社費用等が含まれてお

ります。全社費用等は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．その他の収益は「リース取引に関する会計基準」に基づく賃貸料収入等であります。

４．セグメント利益は、連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

【関連情報】

前連結会計年度(自 2024年２月１日 至 2025年１月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略し

ております。

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省

略しております。

当連結会計年度(自 2025年２月１日 至 2026年１月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略し

ております。

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。



(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省

略しております。

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 2024年２月１日
至 2025年１月31日)

当連結会計年度
(自 2025年２月１日
至 2026年１月31日)

１株当たり純資産額 7円39銭 59円78銭

１株当たり当期純損失(△) △33円37銭 △4円57銭

(注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの、１株当たり当期純損失であ

るため記載しておりません。

２．１株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前連結会計年度
(自 2024年２月１日
至 2025年１月31日)

当連結会計年度
(自 2025年２月１日
至 2026年１月31日)

親会社株主に帰属する当期純損失(△)(千円) △519,966 △242,480

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純
損失(△)(千円)

△519,966 △242,480

普通株式の期中平均株式数(株) 15,582,127 53,094,387

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり当期純利益の算定に含めなかった
潜在株式の概要

2022年４月27日開催の定時株主総
会決議による第３回新株予約権
新株予約権の数 263個
（普通株式 2,630,000株）

2024年８月22日開催の臨時株主総
会決議による第４回新株予約権
新株予約権の数 140,000個
（普通株式 14,000,000株）

2024年９月11日開催の取締役会決
議による第５回新株予約権
新株予約権の数 6,298個
（普通株式 629,800株）

2024年９月11日開催の取締役会決
議による第６回新株予約権
新株予約権の数 3,000個
（普通株式 300,000株）

2024年９月11日開催の取締役会
決議による第５回新株予約権
新株予約権の数 6,298個
（普通株式 629,800株）

2024年９月11日開催の取締役会
決議による第６回新株予約権
新株予約権の数 3,000個
（普通株式 300,000株）

2025年８月28日開催の定時株主
総会決議による第７回新株予約
権
新株予約権の数 647,683個
（普通株式 64,768,300株）



(重要な後発事象)

（（（（（開示事項の経開示事項の経開示事項の経開示事項の経開示事項の経過過過過過）））））株式会社Gol株式会社Gol株式会社Gol株式会社Gol株式会社Golddddd SSSSStttttaaaaarrrrrの子会社化に伴う条件付の子会社化に伴う条件付の子会社化に伴う条件付の子会社化に伴う条件付の子会社化に伴う条件付対価支払い完了のお知ら対価支払い完了のお知ら対価支払い完了のお知ら対価支払い完了のお知ら対価支払い完了のお知らせせせせせ

当社は、2025年２月６日付「（開示事項の経過）株式会社Gold Starの株式取得(子会社化)に関するお知らせ」に

て公表いたしましたとおり、株式会社Gold Star（以下「Gold Star社」といいます）の株式取得に関連し、アーン

アウト条項に基づく対価の支払いを完了いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。

１．実施の経緯

当社は、連結子会社であるGold Star社の株式取得に際し、Gold Star社の業績の達成度合いに応じて前株主所有

者に追加的な対価の支払いを発生させるアーンアウト条項を付しておりました。2025年２月６日付「（開示事項の

経過）株式会社 Gold Star の株式取得（子会社化）に関するお知らせ」にて公表いたしましたとおり、当該アー

ンアウト対価の支払条件として、Gold Star社の2025年12月期の売上高および営業利益が前期（2024年12月期）の

実績値を下回らないことを最低コミット条件として設定しておりました。

今般、Gold Star社の2025年12月期における業績が当該条件を満たしたことが確定したため、株式譲渡契約に基づ

き、残額のアーンアウト対価を支払うことといたしました。本手法の活用により、買収時における過大な対価支払

リスクを抑制しつつ、Gold Star社の事業活動および収益拡大へのインセンティブ向上を図り、当初の目的を達成

したものであります。

２．アーンアウト対価の支払の内容

（１）対象会社

(1) 名称(設立年月日) 株式会社Gold Star (2021年３月16日)

(2) 所在地 大阪府大阪市生野区鶴橋二丁目16番10号

(3) 代表者の役職・氏名 代表取締役 尹 炯植

(4)
事業内容

食料品等の輸出入及び卸売、小売業

飲食店の経営 等

(5) 資本金 900万円

(6) 大株主及び持株比率 株式会社ジェリービーンズグループ （100％）

(7) 最近３年間の経営成績及び財務状況(千円)

決算期 2023年12月期 2024年12月期 2025年12月期

純資産 21,701 59,716 367,420

総資産 90,420 239,231 2,753,082

売上高 290,706 559,022 2,128,440

営業利益 9,465 70,978 479,619

経常利益 8,728 58,062 473,554

当期純利益 6,650 38,014 307,704

（２）支払金額

200,000,000円

（３）支払時期

2026年2月27日

（４）支払方法

現金による支払



子会社設立に関するお知子会社設立に関するお知子会社設立に関するお知子会社設立に関するお知子会社設立に関するお知らららららせせせせせ（（（（（株式会社サンライ株式会社サンライ株式会社サンライ株式会社サンライ株式会社サンライズズズズズ）））））

当社は、2026年２月13日開催の取締役会において、子会社を設立することを決議いたしましたので、お知らせいたし

ます。

記

１．子会社設立の目的

当社グループは、スポーツ事業を今後の成長戦略の中核と位置付け、中長期的な企業価値向上のための新たな柱とし

て確立することを目指しております。今般、その具体的な施策の第一弾として、プロバスケットボール「Ｂリー

グ」への参入を目的とした100％子会社「株式会社サンライズ」（以下、「新会社」とします。）を設立すること

にいたしました。設立の主な目的および背景は以下の通りです。

（（（（（１１１１１））））） 成長市場への参入と事業成長市場への参入と事業成長市場への参入と事業成長市場への参入と事業成長市場への参入と事業ポートフォリオの高度ポートフォリオの高度ポートフォリオの高度ポートフォリオの高度ポートフォリオの高度化化化化化

近年、Ｂリーグは全国的な盛り上がりを見せており、ファン層の拡大とともに、地方自治体によるアリーナ建設プロ

ジェクトが進行するなど、急成長を遂げる市場です。当社はこの成長市場に参入することで、単なるプロクラブの

運営にとどまらず、グループ全体の事業ポートフォリオを高度化し、持続的な成長基盤を構築いたします。

（（（（（２２２２２）））））山梨県を拠点とし山梨県を拠点とし山梨県を拠点とし山梨県を拠点とし山梨県を拠点としたたたたた「「「「「地方地方地方地方地方×××××首都首都首都首都首都圏圏圏圏圏」」」」」のハイブリッドモデのハイブリッドモデのハイブリッドモデのハイブリッドモデのハイブリッドモデルルルルル

新会社は、現時点でＢリーグクラブが存在しない山梨県を本拠地といたします。「地域代表クラブ」としてのポジシ

ョンを確立し、行政や地元企業との連携による地域密着型モデルを推進する一方で、東京圏への優れた交通アクセ

ス（将来的なリニア中央新幹線開通を含む）を活かし、首都圏企業とのスポンサー連携やファンの流入を図る「ハ

イブリッド型クラブ経営」を志向いたします。

（（（（（３３３３３）））））既存事業とのシナジー創既存事業とのシナジー創既存事業とのシナジー創既存事業とのシナジー創既存事業とのシナジー創出出出出出

スポーツ事業の運営を核として、当社グループが培ってきたノウハウと以下の各事業ドメインを融合させ、独自の相

乗効果を創出いたします。

① フフフフフッッッッットトトトトウウウウウェェェェェアアアアア・・・・・アアアアアパパパパパレレレレレルルルルル事事事事事業業業業業（（（（（DDDDD22222CCCCC）））））とととととののののの連連連連連携携携携携 当社グループの販売ノウハウを活かし、公式ライセンス商品の

開発、さらには選手のパフォーマンス維持やファンの健康をサポートする「リカバリーウェア（機能性アパレ

ル）」等の高付加価値商品を共同開発いたします。既存のECプラットフォームを販路として活用することで、

D2Cビジネスのさらなる拡大を図ります。

② エエエエエンンンンンタタタタタメメメメメ・・・・・IIIIIPPPPP（（（（（知知知知知的的的的的財財財財財産産産産産）））））活活活活活用用用用用とととととののののの融融融融融合合合合合 クラブや選手、マスコットキャラクターを「強力なIP」として定義

し、イベント連動型のデジタルコンテンツ制作やライブ配信等によるマネタイズを強化いたします。また、音

楽事業や他社IPとのクロスオーバーイベントを企画し、従来のスポーツ観戦にエンターテインメント性を付加

した新しい顧客体験（CX）を提供いたします。

③ フフフフファァァァァンンンンンコココココミミミミミュュュュュニニニニニテテテテティィィィィとととととデデデデデジジジジジタタタタタルルルルルマママママーーーーーケケケケケテテテテティィィィィンンンンングググググ スポーツ事業を通じて形成される熱量の高いファンコミュニ

ティと、当社グループの既存顧客基盤を相互活用いたします。試合興行をリアルの接点として活用し、デジタ

ルとリアルを融合させた次世代型のマーケティングモデルを構築することで、グループ全体のLTV（顧客生涯価

値）向上を目指します。

本件は、当社グループ変革の象徴的施策であり、スポーツを通じて新たな需要を創出することで、企業価値の最大化

に努めてまいります。



２．設立する子会社の概要

（１） 会社名 株式会社サンライズ

（２） 代表者 宮﨑 明

（３） 本社所在地 山梨県上野原市上野原1614番地

（４） 資本金 100,000,000円

（５） 出資比率 当社100％

（６） 決算期 １月

（７） 設立予定日 2026年２月20日

（８） 主な事業内容 ＢＢＢＢＢリーグ参入を目指すチーム運営

（９）

上場会社と当該会

社との関係

資本関係 当社100% 出資の子会社となります。

人的関係

当社取締役の宮﨑明、立川光昭、林光が当該会社の取

締役を兼務します。また、当社監査役の馬場崇暢が監

査役を兼務します。

取引関係
当社事業におけるバックオフィス業務を行う予定であ

ります。

３．日程

(1)取締役会決議日 2026年２月13日

(2)設立年月日 2026年２月20日

(3)事業開始日 事業環境等を鑑み、社内協議の上、決定する予定です。



上場維持基準への適合に上場維持基準への適合に上場維持基準への適合に上場維持基準への適合に上場維持基準への適合に関するお知らせ関するお知らせ関するお知らせ関するお知らせ関するお知らせ

当社は、2024年４月22日付東証グロース市場の「上場維持基準の適合に向けた計画に基づく進捗状況及び計画の更

新（計画期間の変更等）について」を提出し、その内容について開示をしております。また、2025年４年24日に公表

した「上場維持基準の適合に向けた計画に基づく進捗状況について」にて、2025年１月31日時点における計画の進捗

状況等を開示しております。

この度、東京証券取引所より「上場維持基準（時価総額）への適合状況について」を受領し、2026年１月31日時点

において、東証グロース市場の上場維持基準に適合していることを確認いたしましたので、下記の通りお知らせいた

します。

記

１．当社の上場維持基準への適合状況及び計画期間について

当社は、2025年１月31日時点において、東証グロース市場の上場維持基準のうち「時価総額」のみ基準を充たし

ておりませんでしたが、計画書に基づき取組みを進めてきた結果、2026年１月31日時点において、下表のとお

り当該基準を充たしました。この結果により、全ての上場維持基準に適合いたしました。

株主数 流通株式数
流通株式

時価総額

流通株式

比率
時価総額

当社の適合

状況及びそ

の推移

2025年１月

末
21,418人 100,922単位 11.84億円 43.6％ 27億円

2026年１月

末
41,867人 573,189単位 48.65億円 72.1％ 67億円

上場維持基準 150人 1,000単位 ５億円 25％ 40億円

2026年１月31日時点

の適合状況
〇 〇 〇 〇 〇

※当社の適合状況は、東京証券取引所が基準日時点で把握している当社の株券等の分布状況等を基に算出を行ったも

のです。流通株式時価総額の算出は、事業年度の末日当以前３か月間の日々の最終価格の平均株価 84.89円を採用

しております。

２．上場維持基準への適合に向けた取組みの実施状況及び評価

当社は、2025年４月24日に公表した「上場維持基準の適合に向けた計画に基づく進捗状況について」において、

東京証券取引所グロース市場の上場維持基準への適合に向けた計画および取組内容を定め、2026年１月期を最

終年度とする目標を掲げて取り組んでまいりました。

資金調達については、2025年８月１日付にて公表した「第三者割当による新株式及び第７回新株予約権の発行並

びに主要株主の異動に関するお知らせ」に記載のとおり、大規模増資を2025年８月29日付で発行しており、市

場にて流通株式数の増加を図る準備を進めておりました。その結果、当社は市場における流通株式の供給量を

さらに拡大させ、投資家層の裾野を広げるとともに、市場流動性の一層の向上を図る基盤を強化いたしまし

た。

事業施策については、ライフルタイル事業において不採算実店舗の撤退によるコスト構造の改善や、ＥＣ販売を

軸とした収益の改善、さらには連結子会社である株式会社Gold Starにて発売の「クリーミーヨーグルトボー

ル」や「３Ｄフルーツアイス」の当初の予定を上回る販売が好調であったことや「361°（スリーシックステ

ィーワン）」ブランドのスポーツ用品販売の順調な立ち上がりにより、事業ポートフォリオの再構築が進展し

ました。

これらの結果、2026年１月期において売上高および各段階利益が当初予想を大幅に上回る業績の実現見込みとな

り、2026年１月26日付にて公表した「通期業績予想の修正に関するお知らせ」に記載のとおり上方修正を公表

しました。



こうした抜本的な構造改革の実施による経営の効率化及び経営資源の集中並びに事業領域の拡大を図ることで、

収益力の向上と財務基盤の安定化に向けた取組みが株式市場より評価されたことで、課題であった時価総額が

大きく向上いたしました。

この結果、「時価総額」を含む東証グロース市場の全ての上場維持基準に適合することができました。

今後も引き続き、中期経営計画に基づき持続的な成長とさらなる企業価値の向上に努め、上場維持基準の適合を継

続してまいります。


